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22日

国土交通大臣 太田昭宏
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訪⽇外国⼈2000万⼈時代に向 て

○ 本 訪日外国人旅行者 万人 目標を遉 さ 将来的

万人 高 を目指

○ 将来的 万人時代 を迎え ば 経済社会や国 交流

現状 大 影響を与え 国 色 大 く変わ

○ そ 既存 発想 わ い 組 必要

日

ワ ン ム

中間

○観光収入

○外国人 日本各地

訪問

○ 文化発信

中心国

○人 投資 集中

ｏ 国

会議開催国

ン ム策定

⇒ 府一体 組 推進

観光立国推進 僚会議

○ 日本 ン 作 上 強 発信

○ 要件緩和を 訪日 壁 撤廃

○ 観光地域 広域連携 強化 新 魅力 発掘

○ 外国人旅行客 く移動 滞在 環境 実現

○ 世界的 大会 開催

○ 国 会議 戦略的誘 客 積極的 入

2000万人 実現 向 方向性
訪日外国人旅行者

万人遉

訪日外国人旅行者

万人遉
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⽇本ブランドの作 上 と発信

○ 自然 食 伝統文化 清潔 安全 国 誇 ン ン を民間

目線 外国人目線 ン 日本 ン 作 上 い ン

ン いく 要

○ 行わ い ン ン等 組

い 府全体 共 計画を作 海外 発信

○ さ 海外 番組枠 確保 国 ン ン 的

海外発信を 進

ン体制 連携 強化 拡大

例

日本 連 ン ン ン支援

番組 国 共 制作

株式会社海外事業開拓支援機構 仮称 等を通 海外

番組枠 確保 海外 日本 連

ン ン 送等を行う ン ン

支援 ン

海外展開 支援

○ 従来 外務省 在外公館 観光庁 日本 府観光局 O

間 連携 加え 省庁 日本貿易振興機構 国 交

流基金 自治体国 化協会等 い 日本 ン 発信

い 連 ベン ン 共 等を通 共

連携事案 計画を作 実施

ン 一体 日本 ン 発信

○ 省庁 観光庁 経済産業省 総務省 民間企業

連携 日本 ン 向上 び訪日 魅力を伝え 連 ン

ン 的海外発信を 進

＜在外公館等 連携＞

-3-＜映像 ン＞
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○ ホ 旅館等 宿泊施設 い 外国人 利用 や い

設備や い 情報提供 仕組 導入 を図

例 無料公衆無線LAN環境 外国語 送

多言語化対応 両替 利用等

○ 早期 ASEA 諸国 観光客 対 要件をさ

緩和 外国人 長期滞在を可能 制度導入を検討

○ ン 戦略的 推進 ＣＣ 参入 進等 航空 ワ

充実 入 改善

○ 外国語 送 両替 無 外国人 利用 や いホ 旅館 設備や

い 情報提供 仕組 を初 導入

要件 緩和

＜Ａ ＥＡ 主要 国 日本 韓国 査証制度 観光目的 比較＞

○ 日 Ａ ＥＡ 好協力40周 を契機 治安 十分

配慮を前提 早期 Ａ ＥＡ 諸国

観光客 対 要件 緩和をさ 進

-4-

旅行者

国籍

日本 府 対応 開始 訪日旅行者数 韓国 府 対応 開始 訪韓旅行者数

数次 約 万人
免除 日以 約 万人

数次
約 万人 免除 日以 約 万人

ン 数次
約 万人

数次 約 万人

ン
一次 約 万人

数次
約 万人

ベ ム
一次

約 万人 数次 約 万人

※色塗 部分 日韓 差 あ 部分

＜宿泊施設 無料公衆無線 Ａ 環境 外国語 送 整備状況＞

利用 や い宿泊施設 周知

11%

49%

40%

全館

一部

未整備

17%

83%

整備

未整備

出典：観光庁調べ 2012年8月 調査

宿泊施設 無料公衆無線

Ａ 環境 整備状況

宿泊施設 外国語 送

信設備 整備状況

ビザ要件の緩和等によ 訪⽇旅⾏の促進
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○ 国 会議参加者やＶ Ｐ を対象 空港 ン 導入

出入国手 を迅速化

○ 多言語対応を強化 美術館 博物館 自然公園 観光地 遈路 公共

交通機 等 外国人目線 立 共通 ンを策定

○ ム ン ム ン ム 文化観光 医療

連携 観光等 ム 創出を 進

出入国手 迅速化 滑化

○ 船入港時 入国審査手 迅速化 滑化を図

可能 航路 大型 船 い 海外臨船審査 実施並び

自治体 び港湾管理者 協力等 新 方策を検討

○ 国 会議参加者やＶ Ｐ 空港 出入国手 迅速化を図

所要 出入国手 要員等 確保さ 等を前提

者を対象 ンを導入

○ 空港 出入国手 迅速化を図 自動化 利用を

進

○ 新規来日外国人 出入国審査 迅速化を図 国 連携

含 出入国管理上 低い者を 信頼 渡航者

特定 そ 者を自動化 対象 等 新

枠組 を構築 い 検討

多言語対応 改善 強化

＜博物館・美術館における多言語表記対応の状況＞

 館 案 表示 約 割 表示 又 部分的 表示

 個別 展示資料 解説 約9割 表示 又 称 表示

館内案内表示 英語

○ 美術館 博物館 自然公園 観光地 遈路 公共交通機 等

い 共通 ン 策定 多言語対応 改善

強化を図 組 評価を実施

資料名称・

解説文とも表示

11.6％

-5-

個別展示資料の

解説パネル 英語

外国⼈旅⾏者の受⼊の改善
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国を挙 一体的 ＣE体制 構築 入環境 整備

○ 国 会議等 ICE 誘 ン 高い都市を 誘 能力 体制 入

環境 い 世界 ベ ICE都市 育

○ 各府省庁 所管分 学会 民間企業 団体 対 日本 ＣＥ誘

開催を働

※ICCA 国 会議協会 統計

観光庁作

国 会議開催件数 日本 推移

○ 主要5ヶ国 日本 中国 韓国 ン 豪州 国 会議

開催件数 占 国 51％ 1991 →21％ 2011

減少

○ 誘 ン 高い都市 対 潜在需要 掘 起 や

海外MICE専門家 知見等を活用 ン 能力向上を図

世界 ベ MICE都市を育

○ 海外 ンや を日本 呼び込

MICEを戦略的 活用 ベ ンを振興

○ 産業界 大学等 力者を 日本 顔 MICE誘 体制を構

築 等 産業界や大学等 連携体制を整備

ン 視点 誘 を 進

○文化施設や公共空間等 ベ を用い ベン 開催

活性化を図 協議会を設置 施設利用 滑化を図

連機 協働 日本 訪日 投資 進

国際会議等の誘致や投資の促進
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21%

ン 事例

美術館

を利用

ンを開催
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25 22日

内 府特命担当大臣 科学技術政策

山本 一太

科学技術 ノベ ション総合戦略

検討状況等 つい

資料
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科学技術 ノベ ション総合戦略 原案 概要 ／

1

出 第 回総合科学技術会議配付資料 内 府作

背景 国 人口減少や少子高齢化 急速

進行 地球環境問題等 難題 山積し い

現下 最大 つ喫緊 課題 経済再生

→こ 課題 克服 た 科学技術イ

ベ ョン 期待さ 役割 増大

世界トップ 経済力

を維持し 持続的発展 可

能 経済

産官学連携 役割分担 責任省庁を明示し 予算 税制 規制改革等 様々 政策を組合せ

課題解決型志向 科学技術イ ベ ョン政策 包括的 ッ

国民 豊 さ 安全 安

心を実感 社会

世界 共生し人類 進

歩 貢献す 経済社会

総合戦略策定 必要性

「0」0年 実現すべ 国 経済社会 姿

科学技術イ ベ ョン政策 全体像を含 長期ビ ョン＋短期行動プロ ム

総合戦略 基本的考え方

科学技術イ ベ ョン政策推進 た つ 視点

 マ ト化

 テム化

 ロ 化

 国 将来あ べ 社会 経済 姿

 そ 実現 た 克服すべ 課題

 科学技術イ ベ ョン 何 貢献

科学技術 ベ ョン総合戦略 策定

科学技術 ベ ョン立国 目指 第 章

出 第 回総合科学技術会議配付資料 基 内 府作 www y
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2

重点的課題

• ン エ 供給 定化 化

• 新規技術 エ 利用効率 向 消費 削減 等

主 取組 例

• 浮体式洋 風力発電 火力発電 高効率化

• 燃料電池 開発 等

重点的課題

• 健康 命 延伸

• 次世 担う子 健や 長 等

主 取組 例

• 等 革新的 防 診断 治療法 開発

• 医薬品 医療機器分 産業競 力強化 等

重点的課題

• ン 全 心 確保

• エン 防災 減災機能 強化 等

主 取組 例

• ン 補修 更新技術 開発

• ン 耐震性等 強化技術 開発 等

重点的課題

• 科学技術 ベ ョン 活用 農林水産業 強

化 等

主 取組 例

• ム情報 活用 新 育種技術 開発

• IT ボッ 技術等 生産 ム 高度化 等

重点的課題

• 民 健康 災害 子 や高齢者 元気

社会 実現

• 災害 強い次世 ン 構築 等

主 取組 例

• 被災者 迅速 的確 医療 提供 健康

維持

• 津波発生情報 迅速 的確 把握 等

科学技術 ノベ ション総合戦略 原案 概要 ／

科学技術 ベ ョン 取 組 課題 第 章

. ン 経済的 エ テム 実現

.国際社会 先駆け 健康長寿社会 実現

.世界 先駆けた次世代インフ 構築

. 地域資源を’強 ’ した地域 再生

. 東日本大震災 早期 復興再生

出 第 回総合科学技術会議配付資料 基 内 府作 www y
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科学技術 ノベ ション総合戦略 原案 概要 ／

3

○第 章 け 経済社会 課題を解決す 取組を 効果的 し 迅速 イ ベ

ョンを創出す た 基盤を整備す た 以下 課題 つい 重点的 取 組

科学技術 ベ ョン 適 環境創出 第 章

ベ ョン 芽 育

○企業 大学 研究開発法人 多様 人材 ッ 発揮 環境 構築

○大学 研究開発法人 国際的 ベ ョン 強化

○競 的資金制度 再構築

ベ ョン ム 駆動

○産学官 連携 府省間 連携 強化

○人材流動化 進

○研究支援体制 充実

ベ ョン 結実さ

○新規事業 取 組 企業 活性化

○規制改革 推進

○国際標準化 知的 産戦略 強化

出 第 回総合科学技術会議配付資料 基 内 府作 www y
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科学技術 ノベ ション総合戦略 原案 概要 ／

総合科学技術会議 司 塔機能強化 第 章 /

科学技術予算編 主導

政府全体 科学技術 算 戦略的策定

総合科学技術会議 省庁等 部 構 科学技術 算戦略会議 仮称 設置

※各省庁 算要求 検討 開始 段階 政府全体 研究開発課題や 算 化や一気

通 取組 実現 向 総合調整 行い 産学官 ベ ョン創出 向 取組 進

ベ ョン推進 府省 断型 ム 創設

要課題 解決 取組 府省 枠 わ 総合科学技術会議 自 的

算 配分 新 ム 的科学技術 ベ ョン創造 ム 仮称 創設

枠組 ム P

最先端研究開発支援 ム Ｆ 後 施策 新 展開 Ｐ

国 研究力 向 先端研究 推進 Ｆ 及び 度補正及び

度 算 い 新 手当 さ 諸事業 顔 見え 大規模研究展開 支援

独 科学技術振興機構 新技術 創出事業 果 実用化 支援 官民 ベ

ョン ム等 活用

過去 概念 覆 う ベ ョン創出 進 う 方式 支援策 要 あ

指摘 あ

必 確度 高く い 功時 大 ン 期待 う ン

革新的研究 迅速 大胆 支援 行う方式 ＤＡ ＰＡ型

Ｆ 果 さ 展開さ 事業化 橋渡 マ 供給等 包含 ベ

ョン 方式

学 産 一時的 移籍 産学 連携 強 ベ ョン

頭脳循環 さ 進さ 方式

P

4
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科学技術 ノベ ション総合戦略 原案 概要 ／

5

総合科学技術会議 司 塔機能強化 第 章 /

事務局 人員体制 強化 調査分析機能 ン ン 強化

総合科学技術会議 活性化 定期的 政策 話等 実行

事務局体制 強化

総合科学技術会議 活性化等

ム 実施 任体制 構築

ＰＤ ム 等 通 ム 統括

ニン ボ 設置

科学技術予算編 主導

出 第 回総合科学技術会議配付資料 基 内 府作 www y
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ゴッ スマン 責務 最高 実際 研

究環境 整備 Ｎ 恋し 決し 去 い 思わ

○ 日 米国国立衛生研究所 N    訪問

○意見交換 主 内容

ッ マン副長官 Ｎ 運営体制 算配分方法等 い 意見交換

林久隆主任研究員 意見交換 ＜ 米国

小林久隆主任研究員 主 研究開発成果

スプレ 細胞 光 出 蛍光試薬 開発 2007年

正常細胞 傷つ 癌細胞 殺 分子標的光治療法 2011年

分子標的光治療法 2011年 2012年オバマ大統領 一般教書演説

取 上  

 

CCR癌研究センタ

小林久隆 ラボ視察

優 頭脳 惹 つ 自由 研究環境 魅力！

自分 そ 実行 ラボ 設計 自由 医学 研究室 い

う 工学 研究室

日本 PMDA 医薬品医療機器総合機構 倫理委員会 二本立

→米国 比べ 時間 患者 使い い！

米国 い 日本 貢献し い！

海外 活躍 日本人研究者 報告

6
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参考 総理指示 発言 抄

．日本経済再生本部 産業競 力会議

◆第 回日本経済再生本部 日開催

○山本科学技術政策担当大臣 後 本部 総合科学技術会議 密接 連携 省庁

断的 ベ ョン政策 推進体制 作 頂 い

◆第 回日本経済再生本部 日開催

○内 府特命担当大臣 科学技術政策 大臣 協力 課題解決志向 視 研究開発 推進 科学技術 ベ

ョン立国 実現 総合科学技術会議 司 塔機能 抜本的強化 図 世界 最 ベ ョン 適

環境 整え 世界 最高水準 人材 集積 う 社会 実現

◆第 回産業競 力会議 日開催

○総合科学技術会議 司 塔機能 い 省庁縦割 打破 図 限 算両面 い い強力 推進力

発揮 う 在 方 含 抜本的 強化策 体化 山本科学技術政策担当大臣 願い い

◆第 回産業競 力会議 日開催

○総合科学技術会議 司 塔機能 発揮 ベ ョン 解決 図 要 国家的課題 的 政策資源 配分

府省 断型 研究開発 ム 創設 検討 いく

．総合科学技術会議

◆第 回本会議 日開催

○本会議 識者議員 御提案 あ 次 本 半ば 集中的 審議 結果 頂 い 第 科学

技術 ベ ョン政策 全体像 示 長期ビ ョンや短期 行動 ム 含 科学技術 ベ ョン総合戦略 策定

頂 い 第 日本経済再生本部 連携 長戦略 盛 込 政策 科学技術 ベ ョン 観 検討

頂 い 第 総合科学技術会議 司 塔機能 い 限 算両面 い強力 推進力 発揮出来

う 抜本的 強化策 体化 く検討 頂 い

◆第 回本会議 日開催

○ 長戦略 策定 次世 ン エ 分 い 議論 頂く ン 国民生活や経済活

動 支え 要 基盤 あ 一方 多く 日老朽化 進 早急 応 求 い エ い

国際価格 高騰等 国 取 巻くエ 事情 中長期的 厳 さ 増 い 中 全 効率的 廉 エ

確保 後 経済社会 長 定 極 要 あ うい 課題 解決 大 く 長 繋 いく 両分

い 科学技術 ベ ョン 何 僚や 識者議員 皆様 議論 い 頂 い

○ う 提言 絵 画い 餅 い 総合科学技術会議 機能強化策 い 限 算 両面 い

い強力 推進力 発揮出来 う 引 体化 努力 願い
7
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参考 総理指示 発言 抄

◆第 回本会議 日開催

○ ベ ョン 推進 いく司 塔 あ 総合科学技術会議 策定 願い い 科学技術 ベ ョン総合戦略

国 ベ ョン政策 いわば 骨太 方針 要 ッ あ

○ 長戦略 策定 地域資源 健康長 分 い 審議 願い い 地域資源 い 各地域 人口減

少や少子高齢化 進行 活力 減退 い 中 科学技術 ベ ョン 力 駆使 地域 資源 如何 活用

地域 強 転換さ いく 健康長 い 高齢化 進 中 世界最高水準 医療 護 可能 国民

健や 福 人生 全う出来 社会 実現 う 科学技術 ベ ョン う引 起 僚 皆様や 識者議

員 皆様 議論 頂 取 頂 い

◆第 回本会議 日開催

○産業競 力会議 い 府省 断型 研究開発 ム 創設 検討指示 致 ム 制度設計

象や配分 仕組 含 総合科学技術会議 行う事 限 算 任 皆様 頂く いう

事 又 僚 皆様 御協力 願い い

○科学技術 算戦略 策定 い 総合科学技術会議 主 省庁 企画段階 深く 与 任 持

実行 頂 い

○新 科学技術 ベ ョン政策 いわば 骨太 方針 あ 科学技術 ベ ョン総合戦略 い 来 目途

取 い 僚や 識者議員 皆様 本日行わ 司 塔機能強化 議論 含 引 議論 尽

く 向 格段 御協力 頂 い

○総合科学技術会議 御議論頂い 分 議論 内容 い 後策定 長戦略 役立 頂く う 甘利

経済再生担当大臣 願い い

◆第 回本会議 日開催

○ 科学技術 ベ ョン総合戦略 ベ ョン分 骨太 方針 あ 倍内 新 科学技術 ベ

ョン政策 姿 国民 実感 え う 作 い い 長戦略 組 込 向 各 特段 御協

力 願い い

○前回 会議 願い致 府省 断型 研究開発 ム 枠組 い 僚 早急 案

い い

8
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内

これからの大学教育等の在り方について 〜教育再生実行会議第三次提言素案概要〜

グローバル化に対応した教育環境づくりを進める

社会を牽引するイノベーション創出の

ための教育・研究環境づくりを進める

学生を鍛え上げ社会に送り出す

教育機能を強化する

大学等における社会人の学び直し機能を強化する

大学のガバナンス改革、財政基盤の確立により経営基盤を強化する

○ 国は、10～20年後を見据えた「理工系人材育成戦略」(仮称)策定。
国・地方において、「産学官円卓会議」(仮称)設置。

○ 大学発ベンチャー支援ファンド等への国立大学による出資を可能に。
○ 体系的な博士課程教育の構築など大学院教育の充実｡
○ 初等中等段階の理数教育強化（専科指導、少人数教育、SSH等）｡

○ 学生の能動的な活動を取り入れた授業や学習法など教育方法
を質的転換。学生の学修時間の増加、組織的教育の確立など
教学マネジメントを改善し厳格な成績評価を行う。

○ 大学・専門学校等は、地域の人材育成ニーズに応えた実践的
な教育プログラムを提供し、国が支援。

◯ 国立大学全体の改革工程を策定。年俸制の本格導入などの人事給与システムの見直し、運営費交付金の戦略的・重点的配分など。
○ 学長・大学本部の独自予算の確保など、学長がリーダーシップをとれる体制整備。教授会の本来の役割の明確化など法令改正も含めたガバナンス改革。
○ 大学の財政基盤の確立、基盤的経費のメリハリある配分。間接経費の30%措置。民間資金調達のための税制検討。
○ 私立大学における建学の精神に基づく質の高い教育、全学的教育改革を重点支援。教育の質保証の総合的仕組みの構築。
○ 学長、知事、産業界の代表等で構成する総理主催の「大学将来構想サミット」(仮称)を開催。

◯ 大学・専門学校等は、職業上必要な高度な知識や、新たな成長産業に対応し
たキャリア転換に必要な知識の習得など、オーダーメイド型の教育プログラ
ムを開発・実施。

○ 国は、大学・専門学校等で学び直しをする者や社会人受講者の数の５年間で
の倍増（12万人→24万人）を目指し、社会人への支援措置、事業主への経
費助成を行う。

基盤

❶徹底した国際化を断行し、世界に伍して競う大学の教育環境をつくる。
→海外大学の教育ユニット誘致｡日本の大学の海外展開拡大｡国際化を断行するスー
パーグローバル大学(仮称)｡今後10年で世界大学ランキングトップ100に10校以
上ランクイン。地域社会のグローバル化を担う大学など

❷意欲と能力のある全ての学生の留学実現に向け、日本人留学生を12万人に倍増し、
外国人留学生を30万人に増やす。
→大学入試等におけるＴＯＥＦＬ等の活用。企業等との協力による留学支援の
新たな仕組みの創設。ギャップタームにおける留学促進など

❸初等中等教育段階からグローバル化に対応した教育を充実する。
→小学校英語の抜本的拡充(早期化､時間増､教科化､専任教員配置等)の検討。
少人数教育。スーパーグローバルハイスクール(仮称)。国際バカロレア認定校の
増(200校に)。

❹日本文化の理解促進や特区制度の活用などによりグローバル化に的確に対応する。

○ 大学の教育・研究機能を質・量ともに充実
○ 平成29年までの5年間を「大学改革実行集中期間」に

平成25年5月22日 教育再生担当大臣 下村博文 資料５－１
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教育再生実行会議（5 月 22 日開催）資料 

これからの大学教育等の在り方について 

（第三次提言素案） 

 

はじめに 

教育再生は、個人の能力を最大限引き出し、一人一人が国家社会の形成者として社会

に貢献しながら自己実現を図り、より良い人生を生きられる手立てを提供するという教

育の機能が十分果たせるようにする改革です。その実現には、教育を集大成し社会につ

なぐ大学の役割は決定的に重要です。知識・情報・技術が社会のあらゆる領域での活動

の基盤となる知識基盤社会にあっては、大学が担うべき役割が一層大きくなっており、

その教育・研究機能を質・量ともに充実していく必要があります。 

各国が高等教育を重視し規模を拡大する一方、日本は、国際的に見て社会人入学や外

国人留学生が少ないなどの影響もあり大学進学率は低く、社会人の学び直しの機会も限

られています。高等教育に対する公財政支出は、国際水準に比して低く、国私立間格差

も大きい現状があります。また、大学のグローバル化の遅れは危機的状況にあります。

大学は、知の蓄積を基としつつ、未踏の地への挑戦により新たな知を創造し、社会を変

革していく中核となっていくことが期待されています。我が国の大学を絶えざる挑戦と

創造の場へと再生することは、日本が再び世界の中で競争力を高め、輝きを取り戻す｢日

本再生｣のための大きな柱の一つです。 

大学の機能強化の取組に当たっては、国家戦略として中長期的展望に立ち、日本人と

してのアイデンティティと幅広い教養を持ち、世界に打って出たり、外国人を迎え入れ

て交流したりすることのできる人材を育成していくことが重要です。このため、初等中

等教育から高等教育までの一貫した取組、文理共通したリベラルアーツの充実、日本文

化についての深い理解が求められます。また、「世界水準の教育研究の展開拠点」、「全国

的な教育研究拠点」、「地域活性化の中核的拠点」など、大学教育の質・量の充実を図る

中で、それぞれの大学が持つ強みを活かしつつ、大学の多様性や地域の特性を踏まえた

取組が行われる必要があります。同時に、産学官の連携・協力を始めとする社会総がか

りの取組が必要であり、国及び地方公共団体には産学官協働での人材育成プラットフォ

ームづくりの推進が求められます。 

このような考えの下、国家戦略として直ちに取り組むべき方策について提言します。

政府においては、平成 29 年までの５年間を「大学改革実行集中期間」と位置づけ、速や

かに具体的な政策立案に向けた検討を行い実行するとともに、進捗状況を定期的に検証

し説明責任を果たしていくことを期待します。また、本会議としても、教育再生の観点

から責任をもって進捗状況を確認し、提言の確実な実行を担保していきます。なお、高

大接続や大学入試の在り方など大学改革に関する他の課題は、引き続き検討します。 

資料５－２ 
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１．グローバル化に対応した教育環境づくりを進める。 

社会の多様な場面でグローバル化が進む中、大学は、教育内容と教育環境の国際化

を徹底的に進め世界で活躍できるグローバル・リーダーを育成すること、グローバル

な視点をもって地域社会の活性化を担う人材を育成することなど、大学の特色・方針

や教育研究分野、学生等の多様性を踏まえた効果的な取組を進めることが必要です。

国は、交流の対象となる地域・分野を重点化したり、日本の文化を世界に発信する取

組を併せて強化したりするなど、戦略性をもって支援していくことが重要です。 

①徹底した国際化を断行し、世界に伍

ご

して競う大学の教育環境をつくる。 

○ 日本国内において世界水準の教育を享受したり、日本人研究者が海外の優秀な研

究者との国際共同研究を質・量ともに充実したりできるよう、国は、海外のトップ

クラスの大学の教育ユニット（教育プログラム、教員等）の丸ごと誘致による日本

の大学との学科・学部・大学院の共同設置や、ジョイント・ディグリー

1

の提供な

ど現行制度を超えた取組が可能となるような制度面・財政面の環境整備を行う。 

 

○ 大学は、優秀な外国人教員の増員や教員の流動性の向上のため、年俸制を始め、

教員の能力等に応じた新しい給与システムの導入を図る。また、日本人教員の語学

力、特に英語による教育力を向上させ、英語による授業比率を上げる。外国人教員

の生活環境の整備・支援（英語による医療、子どもの教育、配偶者の就労支援等）、

大学事務局の国際化などトータル・サポートのための体制を整備する。 

 

○ 大学等は、外国の大学や現地企業等との連携により海外キャンパスの設置を進

め、海外における魅力ある日本の教育プログラムの実施を図る。国は、日本の大学

等の積極的な海外展開による国際連携を拡大するため、制度面・財政面の環境整備

を行う。また、競争的資金

2

について、その特性に応じ、日本人の海外における研

究活動の支援を促進できるよう努める。 

 

○ 国は、大学のグローバル化を大きく進展させてきた現行の「大学の国際化のため

のネットワーク形成推進事業(グローバル 30 事業)」等の経験と知見を踏まえ、外

国人教員の積極採用や、海外大学との連携、英語による授業のみで卒業可能な学位

課程の拡充など、国際化を断行する大学（「スーパーグローバル大学」（仮称））

を重点的に支援する。国際共同研究等の充実を図り、今後 10 年間で世界大学ラン

キングトップ 100 に 10 校以上をランクインさせるなど国際的存在感を高める。 

 

                         

1

 複数の大学の共同による学修プログラム修了者に対して授与される共同で単一の学位 

2

 資源配分主体が広く研究開発課題等を募り、提案された課題の中から、専門家を含む複数の者による科学的・技術的な観点を中心と

した評価に基づいて実施すべき課題を採択し、研究者等に配分する研究開発資金 

WIC-40



                      

3 

 

○ 国は、各大学がグローバル化に対応した教育方針を策定・公表し、グローバルな

視点から地域社会の発展を支える知的推進拠点としての役割を果たしていくため

の積極的な取組を支援する。 

 

②意欲と能力のある全ての学生の留学実現に向け、日本人留学生を 12 万人に倍増し、

外国人留学生を 30 万人に増やす。 

○ 大学は、大学入試や卒業認定におけるＴＯＥＦＬ等の外部検定試験の活用、英語

による教育プログラム実施等の取組を進め、学生に実践的英語力を習得させ、海外

留学に結びつける。外部検定試験については、大学や学生の多様性を踏まえて活用

するものとする。また、英語力の優秀な学生には更なる語学の習得も重要であり、

例えば、東アジアにおけるグローバル化への対応として、実践的中国語等の習得を

目指すことなども有用である。 

 

○ 大学は、海外の大学との交換留学や単位互換を進めるとともに、秋入学やクォー

ター制など国際化に対応した学事暦の柔軟化を図る。国は、大学における海外での

インターンシップの実施促進や単位認定の促進など、学生が海外で活躍するための

取組を支援する。 

 

○ 国は、企業や個人等との協力による留学費用の支援のための新たな仕組みを、寄

附促進の仕組みも含め創設し、秋入学など学事暦の柔軟化に伴うギャップターム等

を活用した留学や海外での体験活動を含め、日本人学生・生徒の短期、長期の海外

留学に対する支援を抜本的に強化する。また、地方公共団体においても、留学費用

の支援に関し企業や個人からの多様な支援が得られるよう体制を整備する。 

 

○ 産業界及び国は、企業や国家公務員の採用において留学経験を有する学生を積極

的に採用するとともに、秋入学等に伴う採用試験、資格試験の実施時期等の見直し

を行う。また、採用後も意欲のある者が進んで留学できるよう、留学経験の積極的

な評価を行うなど促進に努める。 

 

○ 優秀な外国人留学生の戦略的な受入れ拡大のため、国、大学等は、ワンストップ

で留学を可能とする海外拠点を整備し、入学手続きの共通化・簡略化を含め、渡日

せずに入学許可や奨学金の支給決定をする仕組みを構築する。また、英語による授

業、日本語教育、宿舎整備等の生活支援や優秀な外国人留学生の日本企業への就職

支援を充実・強化する。国は、重点地域・分野の設定など国費留学生制度等を抜本

的に見直し支援を強化する。企業は、優秀な外国人留学生の採用を積極的に行う。 
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③初等中等教育段階からグローバル化に対応した教育を充実する。 

○ 国は、小学校の英語学習の抜本的拡充（実施学年の早期化、指導時間増、教科化、

専任教員配置等）や中学校における英語による英語授業の実施、初等中等教育を通

じた系統的な英語教育について、学習指導要領の改訂も視野に入れ、諸外国の英語

教育の事例も参考にしながら検討する。国、地方公共団体は、少人数での英語指導

体制の整備、ＪＥＴプログラムの拡充等によるネイティブ・スピーカーの配置拡大、

イングリッシュキャンプなどの英語に触れる機会の充実を図る。 

 

○ 国は、英語教員の養成に際してネイティブ・スピーカーによる英語科目の履修を

推進する。国及び地方公共団体は、英語教員がＴＯＥＦＬ等の外部検定試験におい

て一定の成績（ＴＯＥＦＬ iＢＴ80 程度等以上）を収めることを目指し、現職教

員の海外派遣を含めた研修を充実・強化するとともに、採用においても外部検定試

験の活用を促進する。 

 

○ 国は、グローバル・リーダーを育成する先進的な高校（「スーパーグローバルハ

イスクール」（仮称））を指定し、外国語、特に英語を使う機会の拡大、幅広い教養

や問題解決力等の国際的素養の育成を支援する。国は、国際バカロレア認定校

3

に

ついて、一部日本語によるディプロマ・プログラム

4

の開発・導入を進め、大幅な

増加（16 校→200 校）を図る。国及び地方公共団体は、高校生の海外交流事業や短

期留学への参加を積極的に支援する。日本人学校において、現地の子どもを積極的

に受け入れ、日本語教育や日本文化理解の促進に努める。 

 

④日本文化の理解促進や特区制度の活用などによりグローバル化に的確に対応する。 

○ 日本人としてのアイデンティティをもってグローバル化に対応するため、初等中

等教育及び高等教育を通じて、国語教育や我が国の伝統・文化についての理解を深

める取組を充実する。国は、海外の大学に戦略的に働きかけるなどして、海外にお

ける日本語学習や日本文化理解の積極的な促進を図る。 

 

○ 大学等の教育機関、地方公共団体が本提言に示すようなグローバル化に対応した

教育環境を整備する上で効果が期待される場合には、国は、必要な規制改革や支援

措置を講じる。その際、産業競争力会議において議論されている「国家戦略特区」

（仮称）を活用した取組を国が支援することも考慮する。 

 

                         

3

 国際バカロレア機構（スイス・ジュネーブに本部を置く 1968 年設立の財団法人。学生に国際的に認められる大学入学資格を与えるこ

とや、国際理解教育の促進に資することを目的としている。）により、同機構が定める教育プログラムを実施する教育機関として認定を

受けた学校 

4

 ２年の履修期間を経て最終試験に合格すると、世界各国で幅広く大学入学資格として認められるプログラム。現在、英語、フランス

語、スペイン語（一部、ドイツ語、中国語でも実施可）で授業、試験が行われている。 
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２．社会を牽引するイノベーション創出のための教育・研究環境づくりを進める。 

イノベーションの創出には、高い技術力とともに発想力、経営力などの複合的な力

を備え、新たな付加価値を生み出していく人材の育成が必要です。その際、ライフサ

イエンス分野を含む理工系分野をこれまで以上に強化することは欠かせません。大学

は、こうした人材育成を担うとともに、産学連携による持続的なイノベーションを創

出し、我が国の成長を牽引していくことが重要です。このため、重点的な人材育成が

求められる分野については、その充実に向けて、規制改革を含め必要な環境整備が求

められます。 

○ 技術と経営を俯瞰

ふ か ん

できる人材の育成を図るため、国は、大学における文理横断

型プログラム開発を支援するとともに、全ての学生が文系理系双方の基礎知識を

習得する取組を促進する。また、自然科学・人文社会科学の基礎的素養、考える

力、表現力など幅広い素養、さらには芸術等の文化的素養を育成するため、教養

教育を充実する。 

 

○ 国は、イノベーション創出人材の効果的な育成の観点から、10～20 年後を見据

えて必要となる理工系人材の分野や構成、求められる能力等について、大学等、

産業界、行政が共有し、それぞれの責任と役割を踏まえた戦略的な育成を図るた

めの「理工系人材育成戦略」（仮称）を策定する。また、国や地方公共団体が設置

する「産学官円卓会議」（仮称）において同戦略を推進する。 

 

○ イノベーションの中核を担う理工系分野を一層強化するため、国は、各大学の

強みや特色、「理工系人材育成戦略」（仮称）を踏まえ、教育・研究組織の再編成

や整備を支援する。また、大学の多様な先端的基礎研究への支援を充実する。 

 

○ 若者の起業家精神を育むとともに、世界で活躍できるビジネスパーソンを日本

発で育成するため、国は、経済・経営系を中心とした学部・大学院のカリキュラ

ムの大胆な転換、教育機能の強化を促進する。 

 

○ 大学は、専門分野の枠を超えた体系的な博士課程教育の構築など大学院教育を

充実するとともに、幅広い人材の交流による新たな発想からイノベーションが創

出されるよう大学院入試の在り方の見直しを図る。また、テニュア・トラック制

5

の

普及・定着、研究費や研究スペースの十分な確保など若手研究者の研究環境を整

備する。さらに、産学官の連携を図り、産業界、国は博士課程修了者を積極的に

採用し活躍の場を設け、大学は多様なキャリアパスの開発・開拓と実社会にマッ

                         

5

 若手研究者が、審査を経て安定的な職を得る前に任期付きで自立して研究経験を積む仕組み 
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チした大学院教育を行うよう、それぞれが責任を果たす。 

 

○ 産学が一体となって新産業の創出を図るため、国は、研究開発の事業化やこれ

を目的とした投資会社及び大学発ベンチャー支援ファンド等への国立大学による

出資を可能とするなど、制度面の整備を行う。また、大学は、企業の技術開発部

門との人事交流や、企業人の学び直しを通じて、研究者と企業の連携による事業

化のマネジメントができる人材の育成を図る。特に地方においては、研究開発の

拠点としての機能を強化する。 

 

○ 国及び地方公共団体は、初等中等教育段階から理数教育を強化するため、専科

指導や少人数教育、習熟度別指導のための教員配置や設備等を充実するとともに、

スーパーサイエンスハイスクール、科学の甲子園等の総合的な取組を推進する。

国は、全国学力・学習状況調査において理科の調査を定期的に実施する。 

 

 

３．学生を鍛え上げ社会に送り出す教育機能を強化する。 

社会において求められる人材が高度化・多様化する中、大学は、教育内容を充実し、

学生が徹底して学ぶことのできる環境を整備する必要があります。今般、産業界の取

組により、就職活動時期の後ろ倒しの動きが出てきていますが、確実に定着すること

を期待します。大学は、学生が学業に専念できる期間を確保できたことも踏まえ、待

ったなしで改革に取り組み、若者の能力を最大限に伸ばし、社会の期待に応える必要

があります。 

○ 大学は、課題発見・探求能力・実行力といった「社会人基礎力」や「基礎的・

汎用的能力」などの社会人として必要な能力を有する人材を育成するため、学生

の能動的な活動を取り入れた授業や学習法（アクティブラーニング）、双方向の授

業展開など教育方法の質的転換を図る。また、授業の事前準備や事後展開を含め

た学生の学修時間の確保・増加、学修成果の可視化、教育課程の体系化、組織的

教育の確立など全学的教学マネジメントの改善を図るとともに、厳格な成績評価

を行う。国は、こうした取組を行う大学を重点的に支援し、積極的な情報公開を

促す。企業、国は、学生の多彩な学修や経験も評価する。 

 

○ 大学において、学内だけに閉じた教育活動ではなく、キャリア教育や中長期の

インターンシップ、フィールドワーク等の体験型授業の充実を通じて社会との接

続を意識した教育を強化する。その際、学生が働く目的を考え自己成長を促す長

期の有給インターンシップを産学の連携により進めていくことも考えられる。ま

た、国は、行政機関における中長期インターンシップの受入れを率先垂範して行
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うとともに、民間企業の就職・採用活動時期の後ろ倒しも踏まえ、国家公務員試

験についても必要な措置をとるよう人事院に要請する。 

 

○ 大学・専門学校等が、地域の人材育成ニーズに応え、地域に貢献できるよう、

地方公共団体や地域の産業界等との連携協力や、実践的な教育プログラムの提供

などの取組を国が支援する。また、日本の伝統的な産業や優れた技術を伝承する

職人等の養成に対する支援に取り組む。 

 

○ 初等中等教育を担う教員の質の向上のため、教員養成大学・学部については、

量的整備から質的充実への転換を図る観点から、各大学の実態を踏まえつつ、学

校現場での指導経験のある大学教員の採用増、実践型のカリキュラムへの転換、

組織編制の抜本的な見直し・強化を強力に推進する。また、学生の学校現場での

ボランティア活動を推進するなど、大学と学校現場との連携を強化する。 

 

 

４．大学等における社会人の学び直し機能を強化する。 

知識基盤社会にあっては、社会人になってからも学習への意欲を持ち続けることが

重要です。また、学びによって多様な能力を伸ばし人生を豊かにするとともに、成長

を支える高度な人材育成が可能となります。「大学＝18 歳入学」という日本型モデル

を打破し、大学・専門学校等において社会人が新たな能力を獲得するための学び直し

機能を強化することが必要です。 

○ 大学・専門学校等は、職業上必要とされるより高度な知識等の習得や、新たな

成長産業に対応したキャリア転換に必要な知識等の習得など、産業界や地方公共

団体のニーズに対応した高度な人材や中核的な人材の養成のためのオーダーメイ

ド型の教育プログラムを開発・実施する。国は、こうした取組や履修証明制度

6

の

充実・活用を支援する。その際、女性の活躍に資するための学び直しも支援する。 

 

○ 大学・専門学校等は、産業界や社会人の学び直しニーズにマッチするよう、社

会人教員の活用などによる先駆的な授業科目の開発、産業界との協働による実践

的な職業教育プログラムの開発などの取組を進める。特に、国は、「理工系人材育

成戦略」（仮称）に基づき、理工系分野の学び直しのための環境整備を支援する。 

 

○ 社会人が学びやすい環境を整備するため、大学・専門学校等は、短期プログラ

                         

6

 大学において、社会人を対象とした体系的な知識等の習得を目指した教育プログラム（総時間数 120 時間以上）を修了した者に対し

て、学校教育法に基づき、履修証明書を交付することができる制度 
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ムの設定や通信による教育の充実、ＩＣＴ等の活用を進める。企業は、サバティ

カル

7

や労働時間の弾力化等、社員の学び直しを後押しする環境づくりを行う。 

 

○ 国は、大学・専門学校等で学び直しをする者や社会人受講者の数について、５

年間で倍増（12 万人→24 万人）を目指し、奨学金の活用、雇用保険制度の見直し

による社会人への支援措置の実施、従業員の学び直しプログラムの受講を支援す

る事業主への手厚い経費助成等の支援策を講じる。 

 

 

５．大学のガバナンス改革、財政基盤の確立により経営基盤を強化する。 

上記に述べた提言の実現は、各大学が学内で意思決定し、改革に踏み出すかどうか

にかかっています。意欲ある学長がリーダーシップを発揮して果敢に改革を進められ

るよう、大学のガバナンス改革を進めるとともに、改革を進める大学には官民が財政

面の支援をしっかり行うことにより、経営基盤を強化する必要があります。 

○ 国は、国立大学の強みや特色、社会的役割等を明確化しつつ、国立大学全体の

将来構想を取りまとめた上で改革工程を平成 25 年夏を目途に策定し、それを踏ま

えた取組を促進する。また、国立大学は、年俸制の本格導入や学外機関との混合

給与の導入などの人事給与システムの見直し、国立大学運営費交付金の学内にお

ける戦略的・重点的配分、学内の資源配分の可視化に直ちに着手し、今後３年間

で大胆かつ先駆的な改革を進める。これらの取組を踏まえ、国は、教育や研究活

動等の成果に基づく新たな評価指標を確立し、第３期中期目標期間（平成 28 年度

以降）は、国立大学運営費交付金の在り方を抜本的に見直す。 

 

○ 国や大学は、各大学の経営上の特色を踏まえ、学長・大学本部の独自の予算の

確保、学長を補佐する執行部・本部の役職員の強化など、学長が全学的なリーダ

ーシップをとれる体制の整備を進める。学長の選考方法等の在り方も検討する。

また、教授会の本来の役割を明確化するとともに、部局長の職務や理事会・役員

会の機能の見直し、監事の業務監査機能の強化等について、学校教育法等の法令

改正の検討や学内規定の見直しも含め、抜本的なガバナンス改革を行う。 

 

○ 国は、国立大学運営費交付金・施設整備費補助金や私学助成、公立大学への財

政措置など財政基盤の確立を図りつつ、基盤的経費について一層メリハリある配

分を行う。その際、教育、研究、大学運営、社会活動等の幅広い観点からの教員

評価や能力向上など、教員の力量を発揮させる改革を行う大学が評価されるよう

な配分を検討する。また、全ての競争的資金について、全学的な共通インフラや

                         

7

 一定期間勤務した従業員や高い成果を上げた従業員に対して事業主が認める研究や研修を目的とした長期休暇 
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教育・研究支援人材確保のための経費（間接経費）を設定し、直接経費を確保し

つつ、間接経費比率を 30％措置するよう努めるとともに、その効果的な活用を図

る。併せて、教育基盤強化に資する寄附の拡充や民間資金の自主的調達のため、

税制面の検討を含めた環境整備を進める。 

 

○ 我が国の高等教育の大部分を担っている私立大学が、多彩で質の高い教育を展

開するとともに、グローバルな視野を持つ地域人材の育成や、飛躍的に増大する

社会人の学び直しに積極的に対応できるよう、国は、財政基盤の確立を図る。そ

の際、建学の精神に基づく教育の質向上、地域の人づくりと発展を支える大学づ

くり、産業界や他大学と連携した教育研究の活性化等の全学的教育改革を更に重

点支援する。また、大学設置基準等の明確化や大学設置審査の高度化、必要な経

営指導・支援や改善見込みがない場合の対応など、大学教育の質を一層保証する

総合的な仕組みを構築する。 

 

○ 国は、教育研究現場の実態を踏まえ、研究者等のキャリアパス、大学における

人事労務管理のあり方など本年４月から施行された改正労働契約法をめぐる課題

に関し、教育研究の継続性、若手研究者の人材育成、研究者の流動性の確保、研

究支援人材の着実な確保等のための仕組みを検討する。 

 

○ 我が国にとって、大学力が国力を支えるものであることを踏まえ、大学の学長、

都道府県知事、産業界の代表等から構成される内閣総理大臣主催の「大学将来構

想サミット」（仮称）を定期的に開催し、社会総がかりで大学の機能強化に取り組

む。 
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ク ャ ン推進会議

検討状況 い

成 日

ク ャ ン戦略担当大臣

稲田 朋美

資料
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クールジャパン推進会議の実施

○稲田ク ャ ン戦略担当大臣 議長 発信力強化 目的 ク ャ ン推進会議 設置

○会議メン 日 文化 第一人者 あ 民間議員 名及び関係府省 副大臣等

＜民間議員＞

秋元 康氏 作詞家 角 歴彦氏 角 H 会長 金 美齢氏 評論家 コ ュンコ氏

佐竹 力総氏 日 ﾄ ｻ ｽ協会理事 千 宗 氏 茶道裏千家家元 依田 巽氏 ｬ ㈱会長兼社長 O

○ 回 会議 実施 第 回会合 民間議員 提言 行わ

ク ャ ン推進会議 開催 H . ～

○発信力 強化方策 い 若者 視線 検討 行う 推進会議 下 分科会 設置

○会議メン ャ 第一線 活躍 い 民間委員 名

＜民間委員＞

中村 伊知哉氏 議長 慶應義塾大学大学院教授 河瀬 直美氏 映画作家

樹林 伸氏 漫画原作者 齋藤 茂氏 ㈱ セ社長

○ 回 会議 実施 分科会 提言 内容 ク ャ ン推進会議 報告

ャ 関 分科会 開催 H .

会議 民間 識者 主 提言

○ 必要 そ そ 作 コン ン ャ ン

総力 挙 参加 必要

○ 通 日 文化 発信 セ 国 挙 日 売 出そう

○ ク ャ ン 効果的 発信 食 ョン コ 必要

○ ャ 世界 飛び出 発信力 強化 参加 融合

育成 そ 三策 講 必要 あ
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第 回ク ャ ン推進会議 開催 民間議員 提言 踏 え 議長 基 的考え方

提示 具体的 ク ョン ン 予定 あ 現在調整中

今後 予定

基 的考え方

コ

一緒

愛さ 方

育

ワ 例

ク ョン ン 具体的 施策 実施

基 的考え方 沿

ク ョン ン 調整中

ク ョン ン

具体的施策 順次実施

食 日 産酒類含 ョン

く コン ン 等 幅広い分野 連携

発信

財政支援 活用 日 企業 海外展開支

援 効果的 行い ン ウン 推進

ク 実現 等

総理大臣 ク ャ ン戦

略担当大臣 日 ン 発信 等

ク ャ ン ャ ン 効果的

連携させ ン ウン 拡大 等

日 遺産 仮称 文化財 活用等

ン ウン く 等

ク ャ ン 担う人財 育成強化 等

第 回 開発会議 い ク

ャ ン 展示 行う 共

ク ャ ン戦略担当大臣

諸国 首脳等 対 発信 ～

欧 屈指 経済成長国 あ ン

日 食文化 中心 日

ン 発信 ベン 行う

ャ ベン JapanExpo

ャ ン 出展 訪日

旅行 魅力 欧 若者 ＰＲ

会議 い ャ ン

開催 弁当や日 産酒類 使い 日

食文化 発信 行う

ン ASEAN最大級 日 食

品見 市 開催 際 観光 他分

野 連携 発信方策 検討

総理 ク ャ ン立国 言 人気投票

ﾎ ﾙ ｬ ｬﾗ 発信へ 活用 等
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緊急構造改革プ い

成25 5月22日

経 産業大臣 茂木敏

資料
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民間投資 所得 増大 自立的 持続的 経 成長 実現

澱み 人材 技術 資金 を解消

悪 環を逆転させ

．事業再編 促進

．民間投資 設備 Ｒ Ｄ 拡大

過剰規制

過当競争

過小投資

歪み 是正

設備投資

事業再編拡大

収益力向上

企業

消費 需要拡大

新市場創出

市場

賃金 所得向上

個人 消費者

過剰設備

好 環へ ン

．

新市場 開拓

公的保険 隣接 野 民間開

好 環

1
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今後 間 設備投資を 増加

ン ョッ 前 水準

間約 を超え

▲ .

生産等設備投資促進税制

→ 設備投資額 約 億

増加見込

研究開発税制

→ 研究開発投資額 約 億

増加見込

先端設備等投資促進補助金

→ 設備投資額 約

増加見込

．過小投資 是正 ＜民間投資 拡大＞

過度 高を

是正

ＴＰＰ交 参加 経

連携網を構築

エネ 環境 策

をゼ ベ 見直し

用制度 硬直性を

打破

緊急経 対策 新 権 策転換

生産設備 新陳代謝 促進 税制措置等

を活用した新規設備投資 促進

端医療機器 ３Dプ ンター の最

端設備の大胆 設備投資 促すため ー

ス手法の活用 促進

ンエネ ン 制度 創設

家庭や中 企業 太陽 ネ や蓄

電池 初期費用 し 入 るよ

う 新事業 促進

日本企業回帰

＜Back＞

立地環境改善

＜Change＞

投資 収益 所得回

＜Up＞

緊急構造改革期間 追加措置

研究開発 先端製造機能 国 維持 強化

2

＋ .
昨 ‐ 月期 本 ‐ 月期

率成長率 改善

WIC-53



．規制改革

企業実証特例制度 創設

．新事業へ 投資促進

新事業創出 向 た税制措置

創業 再チャ ン 時 個人保証

負担 軽減

ンオ 大企業 独立 支援専門

チ 創設

地域 起業 創業 支援

○ 開業率 廃業率を逆転 させ 米国 英国 ベ 台

○ 付加価値 高いサ 産業 公的保険 隣接 野 を創出

．過剰規制 改革 ＜ ン 開拓＞

例） 民間企業 医療機関 組 運動

指 生活改善アド イス する際

こま の指 行える の明確化

公的保険 隣接 野 民間開 向 た

適法性確認 た 認定制度 創設

例） 安全措置 担保 る企業 対し

自動車の自動走行実証 公道 行う

こ 特例的 認める

3
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．過当競争 解消 ＜事業再編 促進 国際展開＞

経営者 決断を促すた 思い た税制措置

金融支援 を実現 実施

収益力 飛躍的向上 向 た経営改革を

後押しす

過剰供給構造 あ 野 再編を迫

株主等 経営者へ 働 を強化す

コ ガ ン 強化

○ ップ企業 ャ ッチ を数多く輩出

○ 企業収益を向上 所得 用 増加

．事業再編 促進 ． ップ企業を目指した海外展開支援

日本企業 果敢 Ｍ Ａや海外展開を進

う 中的 支援を実現 実施

ッチ ップ 規模 小さく 世界

く い企業 を目指す日本企業

対す 金融 人材支援

ン 輸出や海外展開 た

ン 支援 強化

中小企業 中堅企業 海外展開支援

4
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民間投資 所得 増大 た 新陳代謝 策 ッ

産業競争力強化法案 仮称 を策定し

を中核 新陳代謝 策 ッ を実施

人材 技術 資金 成長 野へ 滑 移動

を実現す

．事業再編 促進

．民間投資 設備 Ｒ Ｄ 拡大

．

新市場 開拓

公的保険 隣接 野 民間開

5
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第 回経協 ン 戦略会議 ： ン 輸出戦略 資料８

ン 輸出 経済 長 実現

新興国 中心 た世界 ン 需要 膨大 あ 国 長戦略 一環

積極的 込 国 力強い経済 長 いく必要 あ

 た 国企業 機器 輸出 ン 設計 建設 運営 管理

含 注や 業投資 大 多様 展開 要

ン 輸出 波及効果

 ン 輸出 注企業 直接的 裨益 日本企業 進出 点整備

やサ チ ン強 複合的 効果 生 出 た 国 先進的 技術

制度等 移転 通 環境 防災等地球規模 課 解決 貢献 国 外交的地

向 貢献

国 競争 勝ち抜くた 民挙 た 組

 ン 海外展開 い 一義的 民間企業主体 組 要

 ン 開発 一般 初期投資 規模 膨大 投資回収 長期間 要

相手国政府 影響力 強い 日本側 民一体 組 必要 あ

ン 輸出 経済協力 資源確保 一体的推進

 ン 輸出支援 相手国 発展段階や日本企業 進出度合 応

政府開発援助等 経済協力 緊密 連携 要

 た 鉱物資源 海外 安 的 安価 供給確保 い ン

輸出や経済協力 連携 民一体 働 行う必要 あ

体的施策 ン 輸出戦略 本柱総論

企業 競争力強 向 た 民連携 推進

多彩 強力 推進

安倍総理 中東訪問 ～

国 体制強

要 選 工程管理

点国タ 設置

ャ ン 形 機能 強

等

広域開発 早期段階 相手国政府 連携や政策対話 実施 等

療 サ 水分 特 分

い ン ャ 中 中

堅企業及び地方自治体 海外展開支援

国間協議等 通 た法制度等 整備支

援 本邦企業関 者 安全確保

案件発掘 形 等 運営 維持管理等

至 一貫 た 組 対 各

特性 踏 えた支援 実施 地方公営企

業 活用等

民情報共

府省間連携

情報分析

案件発掘

防止

現地体制強

ン 専門

現地 タ

機能強 等

日本人専門家派遣等 人材育 支援

経済協力 戦略的展開

民連携体制 強

ン 案件 面的 広域的 組 支援

ン 案件 一貫 た 組 支援

ン 海外展開 た 法制度等 環境整備

中 中堅企業及び地方自治体 ン 海外展開 進

地方自治体 ン 海外展開 先行例

東京都 水遈 業

浜市 サ 水遈 業

九 市 ン ン 輸出

人材 育 及び人的 ワ 構築

教育協力 ン 派遣 ンタ ン 派遣等

ン 海外展開 担い手 企業 地方自治体や人材 発掘 育 支援

相手国 ソン 訪日研修等

厳 い国 競争 中 注実績 い 欧米や中国 韓国等 競合企業 大 く水 あ

い 現状 あ

観点 踏 え 国企業 熾烈 国 競争 勝ち抜 世界 ン 需要 大

ペ あわ 自 大 いく 容易 い 民連携

ン 輸出戦略 本柱 体的施策 参照 掲 施策 強力 推進

国企業 約 現状約 ン 注 注 目

指 注： 業投資 収入 等 含

＜主要分 ： 交通 情報通信 基盤整備 生活環境 新分 療 農業 宇 そ 他＞

本戦略 早期実現 可能 た 体制整備 含 たそ 実施状況 第一弾

今 秋口 行う た 要 い 経協 ン 戦略会議等 活用

逐次検討 行い 民協力 迅速 進 そ 工程管理 同会議等 行う 必要 応

公的関 機関等 支援 組 ン 実施

経済協力 多様 支援 戦略的 展開

途 国 開発計

画策 支援

専門家派遣 等

点分 見直

本邦技術活用条

件 制

度改善 等

海外投融

資

Ｘ 支援

実証 業

実

技術協力 無償

資金協力 活用

借款 活用 公的金融

支援強

億

海外 ン ン ン 約実績

注：中国 一般建築 含 各国統計

対象範 異 純 比較 困難

出 日本機械輸出組合資料
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2

地域別 組方針

＜ ＞

• 電力 運輸等 基盤 ン 整備

支援

• ン 間産業大動脈

構想 部チ ン

ン 地域開発構想 関

与推進

＜ そ 他 先進国等 ＞

• 自然災害 脆弱性

対応や資源 益確保

ン 輸出

進

• 電力 交通等 国

強 発揮 分

ン 輸出 進

先進的 技術 知見等 活 た国 標準 獲得

国 標準 獲得 認証基盤 強

先進的 炭素技術 海外展開支援

防災先進国 経験 技術 活用 た防災主流 主

新た ン ン 分 進出支援

療分 農業分

宇 分 そ 他分

安 的 安価 資源 確保 推進

天然 25 4 26日付 燃料調遉 引 向 た当面 ョン ン

基 く 確保 対 支援強 国 制度改革 推進等

石油 国 石油 益獲得 支援

鉱物資源 戦略的 確保 鉱物資源 見直 点的 支援

石炭 安 的 供給源 多角

 ン 海外展開 タ 国 い 先進国 新興国 途 国 別市場

考え 適当 うち 新興国 途 国 い 日本企業 進出状況等 戦略的

地域 大別 整理 効

今後 経協 ン 戦略会議等 場 タ 国 優先度 高い分 や

い 議論 体的 深 いく

高効率石炭火力発電や 炭素都市

く 国 先進的 炭素

技術 海外展開支援

国 優 た技術 経験 活 た ン 輸出 通 た新興国 防災機能

向 寄与や 本邦進出企業 操業 安全性 確保 人間 安全保 実現

日本 療技術 療機器等 海外展

開支援

衛星 利用 等 一体

た宇 海外展開支援

防災 海洋 ン 超電

郵便等 新分 ン 海外展開支援

例： 国間 制度

国 機関や各国標準機関 連携 等

＜ ＞

地域 貿易投資 ン

海外展開 い 日系企業

業展開 ち 置

付 い い状況 あ

た 資源確保 観点 含 ODA

連携 一 多く 功

例 生 出 必要 あ

• 日本企業進出 功 例 創出

• 国 外交 基軸 あ

開発会議 通

た 組 要

• 物流 骨格 国 回 整備

連結性強 支援

例：ASEAN防災 ワ 構想

例：深海油田開発 た 洋

＜ 西 中東 中 米＞

地域 大 長市場 あ 地理的 文 的要因

あ 貿易投資 ン 海外展開 日系企業 進出

相対的 遅 い 製品市場 戦略的 到

遉 一 存在感 獲得 目指 ン

分 い 競合国 先 要 案件 注 勝ち く

集中的 組 必要

• 電力 交通等 基盤 ン 整備支援

• ン 間産業大動脈 構想 チ ン ン

間経済回 構想等 推進

• 鉱物資源 安 供給 食料安全保 観点 経

済協力 推進

＜ ＞

既 現地 相当程度 産業集積 あ 貿易投資 い

ン 海外展開 い 日本 絶対 失え い 負

い市場 た あ ゆ 分 ン 輸

出 大 サ チ ン 強 本邦進出

企業 支援や 更 幅広い 産業 進出 等 FULL進出

ワ 行う

• 本邦進出企業 サ チ ン高度 東西

部経済回 防災 ワ 構想

ワ 構想等 域 連結性強 支援

• 面的開発 ャ タ首都圏投資 進特別地域

構想 ワ経済特別 等 推進

• 東 地域包括的経済連携 実現 貿易

滑 等 推進

例：

注 Ｖ：測 報告 検証

例： 国 技術 耐震補強工 行 た

第 橋

国認証機関 体制強 海外認証機

関 連携 等

国 効率的 農業 ン 等

海外展開
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国家戦略特区 仮称 について

平成２５年５月２２日

東京都知事 猪瀬直樹
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品川駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

逗子駅 2 ,2 京急

金沢文庫駅 2 2 2, 京急

駅 2 4 2 , 平和交通

渋谷

新橋

新宿

上野

銀座方面

浦和

清瀬

西八王子

辻堂

調布

新城

大船

大岡

ち ら台中央

鎌倉

八幡宿

稲毛海岸

新松戸

春日部

草加

所沢

綱島

小手指

大宮 久喜

成田空港

千葉

金沢文庫逗子新横浜平塚

府中

高尾

深夜急行バス 都営バス

１．深夜急行バスと都営バス等との ットワーク

池袋駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

大宮駅 2 2 2 , 国際興業

小手指駅 2, 西武

上野駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

久喜駅 4 2 4 2, 東武

成田空港

第２ターミナル

4 2 2,
成田空港交通

新橋駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

千葉駅 , 京成

金沢文庫駅 2 2 , 京急

種別 到着

都営バス　品 22 2

ＪＲ　山手線

都営地 鉄　大 戸線
4

種別 到着

都営バス　深夜０１

ＪＲ　山手線

東京ﾒﾄﾛ　半蔵門線

種別 到着

都営バス　上５ 22

ＪＲ　山手線

都営地 鉄　大 戸線

種別 到着

都営バス　都０４ 22 4

ＪＲ　山手線

東京ﾒﾄﾛ　丸の内線 2

種別 到着

都営バス　深夜０１

ＪＲ　山手線

東京ﾒﾄﾛ　銀座線 2

品川

東京から

品川から

新橋から

新橋から

六本木

早稲田

新宿伊勢丹

千石

青山 目

新橋から

種別 到着

都営バス　池 22

ＪＲ　山手線

東京ﾒﾄﾛ　丸の内線 4

種別 到着

都営バス　品 22

ＪＲ　山手線

京浜急行

都営浅草線より

22

東京

九段

御茶ノ水

飯田橋

溜池山王

東京駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

平塚駅 2 2 4 , 神奈中

千葉駅 , 京成

駅 2 , 平和交通

新宿駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

高尾駅

恩方車庫

2 , 西東京

平塚駅 2 4 , 神奈中

渋谷駅発　深夜急行バス

行き先 発車
終点到着

運賃 事業者

新横浜駅

新羽営業所

2 , 東急

府中駅 4 2, 京王

浅草

地 鉄

池袋

東浦和

川口

青葉台

鷺沼

東京都知事猪瀬直樹
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２．山手線主要ターミナ 等からの羽田空港発着状況

池袋

新宿

渋谷

東京

羽田空港

新橋

浅草

浜松町

東京モノ ー京浜急行

都営浅草線

品川

始発4:34

始発4:42

始発4:49

始発4:50

始発4:53

始発4:55

モノ ー

方　面 始終車

始発 4 発→ 2 着

終発 発→ 着

始発 着← 発

終発 2 着← 発

羽田空港

羽田

空港

浜松町

浜松町

浅草線＋京浜急行

方　面 始終車

始発 発→ 着

終発 2 発→ 2 着

始発 着← 2 発

終発 2 着← 2 42 発

浅草 羽田空港

羽田

空港

浅草

浅草線＋京浜急行

方　面 始終車

始発 発→ 着

終発 2 4 発→ 着

始発 4 着← 発

終発 着← 発

新　橋

新橋 羽田空港

羽田

空港

京浜急行

方　面 始終車

始発 2 発→ 2 着

終発 4 発→ 2 着

始発 4 着← 2 発

終発 2 着← 発

品川 羽田空港

羽田

空港

品川

バス 東京空港交通、東急

方　面 始終車

始発 発→ 4 着

終発 2 発→ 2 着

始発 着← 発

終発 2 着← 発

渋谷 羽田空港

羽田

空港

渋谷

バス 東京空港交通

方　面 始終車

始発 4 4 発→ 着

終発 2 発→ 2 着

始発 2 着← 4 発

終発 着← 発

羽田空港

羽田

空港

新宿

新宿

バス 東京空港交通

方　面 始終車

始発 4 2 発→ 2 着

終発 22 発→ 2 着

始発 着← 発

終発 着← 発

池袋 羽田空港

羽田

空港

池袋

東京都知事猪瀬直樹
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　　　アジアヘッドクォーター特区 約2,590ha

      特定都市再生緊急整備地域 ４地域 約2,530ha

．外国企業誘致 る日本経済再生 向けた特区のバヸ ョン ップ ついて

◆誘致対象外国企業

対する法人税実効税率

の更 る低減

・特区指定前 40.7%

↓

・総合特区税制+法人事業税全額免除

ｼ6.9%

↓

・さ 低減 ｼ0.ｼ%目標

cf ｶ ｰﾙ17.0％、香港16.5%

ソ ルｼ4.ｼ％、 海ｼ5.0％

◆税制措置 必要 要件の緩和

・法人の業務制限の緩和

・法人の所在地制限の緩和

◆誘致外国企業 対するオフ の

ビ コ トの低減

◆地 鉄の一元化の実現

◆民間開発 合わ た、

駅空間の高質化

◆特区 リ 内都営バ の

ｼ4時間化

六本木～渋谷間を年内

試行的 実施

アベ ミク の３本目の矢として、特 の抜本的なバヸ ョンアップが不可欠

公共交通の国際水準化

◆①Cル認証の取得支援

ナ米国保険会社か の信用力向 )

現状：都内 病院⇒ま 10病院

◆外国人対応救急隊の充実

現状：英語対応可能 救急隊員

19ｼ名ナうち救急救命士60名)

⇒海外研修の実施等 、

英語対応力向

◆特区 リ 内 外国語

外国人向け 療の充実

◆特区 リ 内 ンタヸナ ョナル ヸルを誘致

◆海外トップ ヸルの誘致を支援

外国人子弟の教育環境の充実

◆事業 を図る、自立分散型

ネル ヸの確保

◆帰宅困難者

対策施設の確保

◆新電力の育成 る電源供給の

多元化

フ ンド る新電力の発電

事業支援

新電力 ｽ0%を目指した

政策展開

-ﾋ ﾈ の利便性向 -

◆入国 係る規制の緩和

◆法人設立 係る申請

書類等の英語対応

時間ヷ 日、ﾋﾞ ﾞﾈ

六本木

渋谷

都営バス24時間運行

国への要求

国への要求

国への要求

国への要求

国への要求

都市再生特区を

活用して誘導

都市再生特区を

活用して誘導

都市再生特区を

活用して誘導

東京都知事猪瀬直樹
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◆税制措置 必要 要件の緩和 ・法人の業務制限の緩和

・法人の所在地制限の緩和

◆誘致対象外国企業 対する法人税実効税率の更 る低減

４．ビ ネスコストの低減

＜特区指定前＞

H 年度

. %

ア ア諸都市 ンガポール 香港 上海 ソウル

法人税
. % . % . % . %

＜復興増税終了後＞

H . . 以降

.9%

バー ョンアップ案

所得２０％控除 ⇒ ４０％

法人業務制限の緩和 法人所在地制限の緩和 規制緩和措置活用要件の緩和

・法 改正 上の規制の特例

措置を活用するこ が税制

措置の適用要件

・通知・通達 ベルの改正を

活用する場合 も可 する

<エ ア内>

営業業務等不可

統括業務および

営業業務等も可

<エ ア外>

●統括拠点 ●事業所

●統括拠点 ●事業所

○ ○

×
×

統括業務のみ可

＜復興増税終了後＞

H . . 以降

. %

国への要求

国への要求

東京都知事猪瀬直樹

提出資料

４

WIC-63



５ １ アジアヘッドクォーター特区の経緯と取組状況   

 

成 「」 1「   国際戦略総合特別区域 指定 

 

成 「4 4 ～7  規制緩和協議  

ビジネ ジェット  ⇒ 駐機日数の緩和実現 

海上運送法の特例  ⇒ 「6 度運行開始見込み 

入国 再入国審査の緩和 ⇒ 続協議 

 外国人 師   ⇒ 続協議 

 

成 「4  7  アジアヘッドクォーター特区 特別区域計画認定 

 

海外見本市への参加等、誘致活動開始 

 

成 「4 10  ビジネ コン ェルジュ東京 開設 新丸の内ビル ング 10F  

 

規制緩和協議  国 地処分条件の緩和 

 

成 「5  」 ～  規制緩和協議  特区法人実効税率の引 げ 

                   特区税制措置の要件緩和   

 

成 「5  4    指定外国法人への税の減免措置開始 

アジアヘッドクォーター特区拠点設立補助金 の募集開始 

 

成 「5  5    特区 高付加価値拠点等設立促進セミ ー 開催 

東京都知事猪瀬直樹 
提出資料
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５ 規制緩和の進捗状況  

 

 

(１) ビジネ ジェット  一部実現  

 

 ビジネ ジェットの羽田空港 ける駐機可能日数を７日か １

日に延長する規制緩和 実現 

 

 ビジネ ジェット利用者の入国 係る CIQ 手続 税関：Customs、

出入国管理：Immigration、検疫：Quarantine を、通常の旅行者

別の専用動線で実施す く、羽田空港の再拡張工事の動向を見

据え 、国 の協議を進 いる  

 

 成田空港で 2012 3 専用動線 供用開始  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

過去５年間の羽田・成田のビ ネス ェット運航の推移 国交省統計

2 2 2 2 2 2

羽田空港

国際運航

,

2

,

4

,

,2 2

, 2

,

成田空港

国際運航

, 4

, 4

,2 ,

,2 44 4

東京都知事猪瀬直樹 
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( ) ＭＩＣＥ開催時の海 運送  実現  

 

 船での旅客運送 、隅田川を運行し いる水上バ の う 時刻表

従 運行さ る定期航路事業 、イベント等の際 不定期 運

航さ る不定期航路事業の  

 

 海上運送法で 、不定期航路事業者 い 、同 船着場 出

発し、戻 くる運航 け 認 いる  

 

 国 の規制緩和協議 、羽田空港 臨海副都心のＭＩＣＥ会場

東京ビッグサイト の間の片道運航 可能  

 

 本規制緩和 関する法改 、今 度の通常国会で審議さ 、改

法施行 、総合特区の変更手続 を経 上で、 成 ６ 度

運航可能 る見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都知事猪瀬直樹 
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(３) 入国・再入国審査の緩和  協議中  

 

 都 認定し 外国企業 従事する外国人 、日本へ入国する場合

ける在留資格審査の迅速化及び提出書類の簡素化 い の規制

緩和 

 

 審査の迅速化 、通常１か月～３か月 る審査期間を都 認定

し 外国企業 従事する外国人 い 、１ 日に短縮する の 

 

 書類の簡素化 、同一企業で 人目の外国人 、個人 関す

る書類のみの提出 し、企業 関する書類を省略する の 

 

 現在法務省 協議中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東京都知事猪瀬直樹 
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(４) 外国人医師  協議中  

 

外国人医師に る医療行為 

 日本の 療免許を し い い外国人 師 る日本での 療行為

原則禁 自国の 師免許を し いるこ 条件 いる

の 諸外国 同様  

 

特例的 医師国家試験 

 例外的 相互互換制度 し 、イギ 、フ ン 等一部の国の

師 い 特例的 英語 る国家試験 合格す 、病院を限

定し、母国人 限 診療可能 制度 ある 把握で る実績 し  

⇒母国人 限定さ いる 、活用のニー 病院側 い  

 

臨床修練制度 

 外国 師等 行う臨床修練 係る 師法第 17 条等の特例等 関す

る法 、外国 師 厚生労働大臣の指定する病院 い 、

臨床修練指導医の実地の指導監督の に 業を行うこ で る  

 

 外国 師 、 師資格取得 以上の実務経験等の要件を満 し

上で、厚生労働大臣の許可を け、 年以内の期間、臨床修練を行う

こ で る  

※許可実績：H23 度 69 件 

 

東京都知事猪瀬直樹 
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５ ３ アジアヘッドクォーター特区拠点設立補助金  

 

 

◆ 対象 

  アジアヘッドクォーター特区内 業務統括拠点又 研究開発拠点

を設立し、代表者のほ 従業者を 人以上雇用する外国企業 

 

 

◆ 補助対象経費 

  在留資格取得経費 在留資格認定証明書交付代行経費  

  拠点設立及び各種届出経費 設立 記、税務 届出代行経費  

  人材採用費 バイ ンガ の人材等を雇用するために人材紹介会

社に支払う経費  

 

 

◆ 補助金額 

  補助対象経費の 分の 以内で、１社当た ５ 万円 上限 

東京都知事猪瀬直樹 
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○対応件数

国別内訳

国名 企業数 延 対応件数

米国 44

イン 2

ン ール

英国

ンス 2

アル ン ン 4 4

ー ア 2

ースト ア 2 2

ュー ー ン

ナ

ス ェー ン 2 4

中国 4

韓国

トビア

イン ネ ア

ベトナム

ルク ン ルク

スイス 2 2

イツ

エスト ア

エ プト 2

ルト ル

台湾 2

合計 2

主 相談・問い合わせ内容

・日本市場への参入方法を教えてほしい

・ビ ネスパートナーを探している

・特区における減税措置について教えてほしい　　

５ ４．ビ ネスコン ェル ュ東京の相談実績

H24. . ～H2 .4.

１
１

東京都知事猪瀬直樹
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東京を、世界で最初に開くマーケッ へ！

心の フレを取り除く 災後社会 の処方箋

成０３ ３月００日

東京都知事 猪瀬直樹
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 災後社会 処方箋

朝 明 い時間 活動 今 無駄 いた日照時間 有効活用 消

費電力 抑制 東日本大震災 福島 電力900万kw 失わ た 災後社会

い 究極 自然エ ー あ 太陽 光 最大限 活用 消費電力 抑制

標準時間 時間早 東京時間 入 極 有効 戦略 あ

 心 除く

明 い時間 終え ー や映画鑑賞 た 買い物や食 出 時

間 ター 需要 生 た 食 共 家族団 時間

生 子供 父親 過 時間 日本社会 高度成長期 失 た家庭

父性 復権 見込 余暇 充実 新た タ 縮 た

心 除

 世界 富 呼び込 復興 後押

日本市場 中核 金融 始 ー 企業

集 世界 資金流入 起 東京 世界 富 呼び込 官民双

方 復興支援 充 資金 規模 増え

東京都知事猪瀬直樹

提出資料

／

WIC-72



 明治19年 本初子午線經度計算方及標準時 件

勅 東経135度 日本 標準時 た

 そ 降一度 見直 い い

 標準時 設定 重要 国家戦略 いう認識 く 務

的 国土 真中 標準時 決 た い

 方 諸 国 明確 国家戦略 早

い標準時 使用 い 国 複数存在

 標準時 変更 国際戦略上 極 有効

手段 あ

3

東京都知事猪瀬直樹
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東経 経度 見た

東京 時差

人 的 早 た

時差

現在 東京

時差

ウ 131
ま

0 ＋2 ＋2

ニー 151
ま

＋1 ＋1(サ ータ ム) ＋1

ン ー 103
ま

− 2 ＋1 − 1

香港 115
ま

− 1 0 − 1

東京 139
ま

日本 標準時間 一度 変え い い

一方 ニー ン ー 1時間 同経度 ウ

２時間早い時間 使用 い

東京都知事猪瀬直樹
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ウ ＋

2h

シンガポール ＋1h

シドニー ＋1h

東京都知事猪瀬直樹
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 ウ (標準時 2時間早 )
 1930年 ソ連全体 標準時間 1時間早

 2011年 夏期 実施 いたサ ータ ム(＋1h) 通年 標

準時 上記2要因 UTC＋9 UTC＋11

 ン ー (標準時 1時間早 )
 1982年 前年 ー 標準時 UTC＋8 た

ン ー UTC＋7.5 UTC＋8 変更

 ニー (サ ータ ム 1時間早 )
 1971年 ニューサウ エー 州 サ ータ ム 実施

 夏期 UTC＋10 UTC＋11

※ UTC…協定世界時 世界各地 標準時 基準

ン ン UTC＋0

東京都知事猪瀬直樹
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世界 標準時 経度通 い

人 的 構成 い

東京都知事猪瀬直樹
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主要都市 中 最 早く始 市場�東京
目指

標準時 2時間早 海 東京市場

ー 困難 東京回 起

1. 東京市場 優 性確保 海 逃

た国際金融機関 東京 機能 呼び戻 再

充

2. 東京 充 国際金融機関

東京 移 動 促進 狙い あ

東京都知事猪瀬直樹
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1. 日本国債や日本株 い た日本 金融商品 引

業務 本来 東京 行わ べ あ

2. 東京市場 優 性 維持 たた そ

う た日本関連業務 ン ー や香港 移 東京

縮 た国際金融機関 近年増加

3. 東京時間 入 ン ー や香港

日本関連部局 呼び戻 縮 た東京 機能 再

充 効果 期待

4. 東京 再 充 機能そ 将来的

東京 移 流 東京時間 入 そ

た 最初 一手 あ

東京都知事猪瀬直樹
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 香港 ン ー 朝 東京市場

ー く

 東京 構え 得 く

標準時 2時間変更後 状況

東京市場AM9:00〜AM12:00

香港 ン ー 市場AM6:00〜AM9:00

市場 活性化 い い時間 あ 午前中 東京市

場 ー い

東京都知事猪瀬直樹
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 早朝 ー 東京 午後 ー

ー 困難

標準時 2時間変更後 状況

東京市場PM0:00〜PM3:00

ー 市場AM1:00〜AM4:00
市場 活性化 い い時間 あ 午後 東京市場

ー い

東京都知事猪瀬直樹
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 結果的 世界 東京市場 無視 い

 世界市場 東京 ン ン NY 8時間 24
時間 ー う 体制 狙い

東京 ニューヨークロンドン

東京都知事猪瀬直樹

提出資料

／／
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 2012/6/21(夏至日照時間最 長い)
 日出 AM 4:25日没 PM 7:00 日出 AM 6:25日没 PM9:00

 2012/12/21(冬至 日照時間最 短い)
 日出 AM 6:46日没 PM 4:33 日出 AM 8:46日没 PM 6:33

東京(標準時変更後) ン ー (-3) ン ン(-11)

AM 6:25(日 出時) AM 3:25(深夜) PM7:25 日没時

PM 9:00 日没時 PM 6:00(日没前) AM10:00(日中)

東京(標準時変更後) ン ー (-3) ン ン(-11)

AM 8:46(日 出時) AM 5:46(日 出前) PM9:46 夜間

PM  6:33 日没時 PM  3:33 (日中) AM7:43  (朝方)

東京都知事猪瀬直樹

提出資料

／０
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 朝方 時間 有効活用 エ ー消費量 減効果

見込 災後社会 今 そ必要 変更 あ いえ

 サ ータ ム 違い 標準時変更 時計 合わ 作業 一度

済 い 2時間 時間 進 困難 1時間 漸

進的 変化 考え

 方 降 明 い ター 後 屋 ー

楽 出来 ン 相乗効果 考え

東京都知事猪瀬直樹

提出資料
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成 5 5 月 日 

規制改革会議議長 

岡  素之  

 

規制改革会議 活動報告 月  

 

最優先案件 保育  

保育 す 当会議 厚生労働省 協議過程 社会福祉法人 経営情報

公開 す 意見交換を行 結果 5月 5日開催 第９回本会議 い

厚生労働省 当会議 要請 沿 形 回答を得  ⇒ 別紙  

 

当会議 し 答申 

現在 ワ ング グル プ 健康 医療 エネル 環境 雇用 創業等

い 優先検討項目 い 国際先端テスト 効果的活用

図 月 旬 月 旬を目処 向 係各省 協議

を い  

記 並行し 当会議全体 答申 い 月中旬 政府 打ち出す

成長戦略 骨太方針 盛 込 を視 入 月 旬

く 5 月 5 日開催 第９回本会議 具体的 審議 着手し  

 

規制改革ホットライン 付 状況 

   ⇒ 別紙  5 月 5 日開催第９回本会議 事務局報告  

 

農業分 組 い  

当会議 農業分 組 い 産業競争力会議 議論

並び 政府 方針 政策 方向 を見守 し 時機 到来し 段階

し 対応す し  

来 産業競争力会議 議論 進展 加え 総理を含 僚メンバ

構成さ 農林水産業 地域 活力創造本部 設置さ 運び

踏 え 5月 5日開催 本会議 い 農業を を決定し  

 

以   
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社会福祉法人 経営情報 公開に関 回答 

 

成 月 日 

厚生労働省社会 援護局 

 

 現在 社会福祉法人 財務諸表に い 法律上 サ ビ 利用

を希望 者 要請 あ た場合に閲覧させ け い

う 規定 い ほ 通知上 広報誌やインタ ネットを活用

こ 等に 自主的に公表 こ 望ま い い  

 

 成 「4 度分 財務諸表に い 更に一歩進 広報誌やイ

ンタ ネット等に 一般に公表 う 法人 所轄庁 国及び地

方自治体 を通 各法人に対 周知 に 指導 まい

たい  

 

 併せ 所轄庁等 ホ ム 等 所管 社会福祉法人

成 「4 度分 財務諸表 閲覧 うに う 所轄庁に対

協力を要請 まい たい  

 

 また 及び 取組状況を調査 上 そ 結果を 成 「5

9 月末ま に報告  

 

 そ 上 べ 社会福祉法人に い 成 「5 度分以降 財

務諸表 公表を行う 公表 効果的に行わ た 具体的 方

策に い 成 「5 中に結論を得  

 

 

 

別紙①  
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規制改革ホットライン 受付状況に い  

 

．受付件数 

  規制改革ホットライン 受付件数に い 成

月 日 受付開始後 月 日ま に 件 提案をい

た い い  

  こ う 月 日ま に受け付けた 件に い

規制改革推進室に い 内容 確認 精査を行い 月 日に

所管省庁に対 件 検討要請を行 た こ あ  

 

．提案内容 

  所管省庁に対 検討要請を行 た提案 内訳 以下

あ  

   金融 証券 保険関係 件  交通関係        件 

   エネル 環境関係  件  法務関係        件 

   社会保障関係      件  雇用 労働関係     件 

  建築 土木関係     件  情報通信関係      件 

   健康 医療関係     件  そ 他         件 

   経済 産業関係     件 

 

．今後 流  

   所管省庁 回答に い 適宜 規制改革会議 必要

に応 ワ ンググル プ に報告 こ う 更に精

査 検討を要 認 に い 必要に応 規

制改革会議 必要に応 ワ ンググル プ に い 対応

 

また 月 日以降に受け付けた提案に い 内容

確認 精査を行 た後 概 間 に所管省庁に対 検討

要請を行 いくこ い  

 

別紙②  
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